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平成２８年度 由利本荘市当初予算の概要

１．経済情勢と国の予算編成方針

国の経済は、政府による経済政策の推進により、消費の持ち直しや雇用情勢の改

善など、緩やかな回復基調が続いており、経済の好循環が着実に回り始めるととも

に、デフレ脱却と経済再生に向けた前進が見られるとされている。

しかしながら、経済の好循環については、地方にまで十分に波及しているとは言

い難く、先行きについても、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなって

おり、金融市場の変動にも引き続き留意する必要があることなどから、依然として

楽観視できない状況にある。

このような中、国では「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」で示された「経

済・財政再生計画」の初年度の予算であり、手を緩めることなく本格的な歳出改革

に取り組むと共に、施策の優先順位を洗い直し、｢経済・財政再生計画｣における一

般歳出の水準の目安を踏まえ措置することとし、地方創生については、｢まち・ひと

・しごと創生基本方針２０１５｣において、｢地方総合戦略｣の具体的事業を本格的に

推進するため、｢地方創生の深化｣に取り組むこととしている。

２．本市の財政状況

平成２６年度決算は、市債繰上償還の実施などにより、実質公債費比率が

１４．３％から１２．８％へ改善するとともに、平成２０年度から７年連続で

実質単年度収支の黒字を維持することができた。

しかし、本市の経常収支比率は89.4％であり、弾力的に運用できる一般財源

は、わずか10.6％（約３４億円）である。

普通交付税は、合併算定替えの特例加算分（約３４億円）が、平成２７年度

から逓減されており、平成３２年度には皆減する。加えて、平成２８年度の地

方交付税は、平成２７年１０月の国勢調査人口が算定基礎となることから、相

当な減額が見込まれている。一本算定では、支所経費、消防及び市の面積など

の加算などにより「交付税特例の７割維持」の見通しも示されているが、それ
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でも３割強の削減は間違いないところであり、事務の統廃合や、既存事業の必

要性、有効性、費用対効果などの観点から抜本的な見直しを図り、行財政改革

を加速させ、交付税歳入の削減を見据えた取り組みを拡充する必要がある。

３．予算の概要

本市の平成２８年度予算編成では、交付税歳入等の財源の確保が厳しい中、

財政計画を基本に、人口減少に歯止めをかけることを最重要課題とした｢新創

造ビジョン｣の実施計画２年目に加えて、総合戦略に基づく｢地方創生｣初年度

であり、子育て環境の整備や雇用対策、移住定住の促進に向けた積極的な予算

を編成した。

平成２８年度は、前年度からの継続事業である総合防災公園整備事業や羽後

本荘駅周辺整備事業、八塩いこいの森パークゴルフ場整備事業に加え、民俗芸

能伝習拠点施設や石沢地区多目的集会施設の建設に着手するほか、社会資本整

備総合交付金事業を活用した道路・橋梁などの整備を進める。

一方、ソフト事業では、住民サービス向上のため、マイナンバーカードを活

用した各種証明書のコンビニ交付事業に取り組むほか、切れ目のない子育て支

援として中学生までを対象とした福祉医療費の完全無料化の継続をはじめ、す

こやか子育て支援事業の拡充や、高齢者が住み慣れた自宅や地域で生活できる

よう多面的な支援を行う｢包括支援センター｣の組織体制を拡充し、認知症対策

などに着手することとした。

また、総合防災公園アリーナの管理運営に係るスポーツ交流連携推進事業、

ＴＰＰ対応として、由利本荘米ブランド支援事業をはじめとする農林水産業の

振興を図り、｢地方創生」については、新型交付金事業の詳細が国から示され

ていない中、地域雇用創出推進基金などを充てながら、商工業や雇用対策、観

光誘客を推進すると共に、｢まるごと営業本部｣関連予算の充実を図った。

主要事業は、１４ページ以降に掲載のとおりであるが、厳しい財政状況の中

にあって尚一層市民の理解と協力をいただき、市の均衡ある発展と地域経済の

活性化、安全安心なまちづくりを全力で展開する。
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４．一般会計予算について

（注：％表示は対前年度比率である。）

平成２８年度一般会計の予算総額は、４６１億円となり、前年度当初に

比較し、４億３，０００万円の減（△０．９％）となった。

（１）歳入

①自主財源 13.3％ 13億3,300万1千円の増 112億9,280万3千円

自主財源の根幹をなす市税は、個人市民税が７００万円、法人市民税が１，

８００万円の減となり、固定資産税においては１億２，８００万円の減など、

市税全体では約１億８，３００万円の減（△２．３％）となった。

繰入金では、公共施設等維持補修基金約４億６，４６１万円や行政改革に伴

う人件費平準化基金２億円の皆増、地域雇用創出推進基金約３億６，７２８万

円など、総額で約９億１，４９８万円の大幅増となった。

使用料・手数料は、指定管理に伴い文化交流館施設使用料やプール等使用料

の減などにより約７百万円の減（△１．４％）となった。

②依存財源 4.8％ 17億6,001万7千円の減 348億719万7千円

依存財源のうち、地方譲与税、交付金、地方交付税については、国の地方財

政計画による増減を見込んだ。

地方譲与税は、前年同額の５億３，０００万円を見込んでいる。

交付金については、地方消費税交付金を前年同様に消費税率８％相当分を年

額見込み１２億７００万円と見込んだ。

地方交付税は、合併算定替え加算分の３割逓減や、国勢調査による人口減少

などにより約１３億４，０９１万円の減となる１８０億３，１２４万円を見込
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んでいる。

国庫支出金は、災害復旧費国庫負担金が約１億５，３５５万円減、農業基盤

整備促進事業費補助金が約１億８，２３６万円の減、学校施設環境改善交付金

が約８，３７９万円減や、臨時福祉給付金給付事業費補助金の約２億９，３９

５万円増などにより、総額で約１億１，０３８万円の減となった。

県支出金は、強い農業づくり交付金が約３億７，４８５万円の皆減、あきた

未来づくり交付金が約１億５，１９５万円の減、緊急雇用創出等臨時対策基金

事業費補助金が約５，４１２万円の皆減などにより、総額で約７億２，１０２

万円の大幅減となった。

市債は、同報系防災行政無線設備改修事業５億２，２００万円や大内地域小

学校改修事業１億８，６２０万円の皆減であるが、羽後本荘駅周辺整備事業が

１億４，９００万円の皆増、総合防災公園整備事業が１１億３，７９０万円の

増などにより、総額で４億６６０万円の増となった。

表１ 主な市債の推移

（単位：千円）

市債名 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

合 併 特 例 債 2,670,400 2,289,800 5,919,500 2,482,200 2,887,700

過 疎 債 473,900 851,100 723,000 1,324,400 1,682,000

臨時財政対策債 1,912,800 1,903,900 1,851,100 1,696,900 1,350,000

※平成24～26年度は決算額、平成27年度は年度末見込み額、平成28年度は予算額

（平成28年度末 合併特例債充当累計額（予定額）41,448,600千円）

なお、平成２８年度末決算時における市債残高見込みは約７０９億円、
一方、財政調整基金をはじめとする基金残高は約１１０億円と見込んだ。
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（２）歳出

経常経費については、引き続き抑制に努めながら、防災対策や福祉、健康、

教育の充実に取り組んでいる。

歳出総額では、強い農業づくり交付金事業や同報系防災行政無線設備改修

事業などの終了により、０．９％の減となった。

①義務的経費 0.9％ 2億472万2千円の増 218億4,937万8千円

人件費では、東光苑・鳥寿苑の指定管理に伴い、介護サービス事業特別

会計から一般会計で措置するため増額となり、総額で約２億７，４７１万円

増（３．６％）の約７８億７，８０２万円となった。

扶助費では、年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業の新設などにより、

約１億８，５７０万円増（２．５％）の７５億８，１０６万円となった。

公債費では、これまでの繰り上げ償還などにより、元金では約１億１，８

３０万円、利子が約１億３，７３９万円がそれぞれ減になり、約２億５，５

６９万円減（△３．８％）の約６３億９，０２９万円となった。

②投資的経費 △3.1％ 2億3,416万円の減 73億9,845万5千円

普通建設事業の補助事業については、強い農業づくり交付金事業の皆減

や農業経営基盤整備促進事業などの事業費が減となる一方、継続事業であ

る総合防災公園整備事業や、新規事業の地域密着型介護施設整備費補助金

など の増により、約２億４，６５７万円の増（６．４％）の約４１億２，

６８ ０万円となった。

また単独事業では、継続事業である羽後本荘駅周辺整備事業や、八塩い

こいの森パークゴルフ場整備事業、民俗芸能伝習拠点施設整備事業などが

増となるものの、同報系防災行政無線設備改修事業や文化交流館第２駐車

場整備事業などの終了により、約２億３，７８９万円の減（△６．９％）

の３１億８，８６４万円となった。

災害復旧費では、農地農業用施設、林道施設、公共土木施設災害への

対応として約８，３００万円を計上した。
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③ソフト事業

ソフト事業では、住民サービス向上を図るため、秋田県内において初とな

るマイナンバーカードを活用した各種証明書のコンビニ交付事業に取り組む

ほか、切れ目のない子育て支援として中学生までを対象とした福祉医療費の

完全無料化を継続し、地域包括支援センターの組織体制の拡充を図り、認知

症対策にも配慮した。

また、総合防災公園アリーナの管理運営に係るスポーツ交流連携の推進や、

ＴＰＰ対応として、由利本荘米ブランド支援事業をはじめとする農林水産業

の振興、商工業振興や観光誘客対策の充実、雇用対策では、「まるごと営業

本部」を継続し、地域雇用創出推進基金を充てながら、地方創生関連予算の

充実を図る。
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５.特別会計・企業会計予算の概要

①国民健康保険特別会計

共同事業交付金などの減を見込み、約７億２，１９０万円減（△６．４

％）の１０５億４，６８１万４千円とした。

②後期高齢者医療特別会計

医療保険料の増を見込み、１，０４６万円増（１．４％）の７億６，０

３９万５千円とした。

③診療所運営特別会計

診療所運営費などの減により、約２，１９６万円減（△５．８％）の３

億５，５４３万３千円とした。

④休日応急診療所運営特別会計

運営費の減により、約２７万円減（△２．５％）の１，０７４万１千円

とした。

⑤情報センター特別会計

管理運営費などの減により、約２，１２９万円減（△３．９％）の５億２，

４５８万５千円とした。

⑥地域情報化事業特別会計

事業終了による会計の廃止

⑦奨学資金特別会計

貸付金の増により、約１１９万円増（１．６％）の７，５０８万５千円と

した。
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⑧介護サービス事業特別会計

指定管理による会計の廃止

⑨下水道事業特別会計

特定環境保全公共下水道事業費や公債費の増などにより、約３億２，００

０万円増（１１．１％）の３２億１，４８０万３千円とした。

⑩集落排水事業特別会計

農業集落排水整備事業費の減などにより、約１，３９９万円減（△０．６

％）の２２億３，０７９万５千円とした。

⑪簡易水道事業特別会計

簡易水道統合整備事業費の増などにより、約３億４，６９３万円増

（２２．０％）の１９億２，１８９万５千円とした。

⑫スキー場運営特別会計

矢島スキー場管理費の減などにより、約２８６万円減（△１．７％）

の１億６，３１０万３千円とした。

⑬小友・北内越・松ヶ崎財産区特別会計

小友財産区の財産区管理会費の減などにより、３財産区の合計で、前年度

より７０万円減の２９２万１千円とした。

これらの特別会計予算総額は、１９８億６５７万円となり、前年度と比較

し９億８８１万２千円の減（△４．４％）となった。
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⑭企業会計

水道事業会計は、蟻山浄水場改良事業費の増などにより、約３，６６３万

円増の（１．２％）３０億５，６２５万７千円とした。

ガス事業会計は、経年管更新事業費の減などにより、約１，１２１万円増

（０．７％）の１６億５，０５０万６千円となり、企業会計の総額は、４７億

６７６万３千円で、前年度比４，７８４万８千円の増（１．０％）となって

いる。

◎一般会計・特別会計・企業会計を合わせた予算総額

表２ 平成２８年度予算総額 （当初予算比較）

会計名 平成２８年度 平成２７年度 増減額 増減率

一般会計 46,100,000 46,530,000 △430,000 △0.9%

特別会計 19,806,570 20,715,382 △908,812 △4.4%

企業会計 4,706,763 4,658,915 47,8489 1.0%

合 計 70,613,333 71,904,297 △1,290,964 △1.8%

（単位：千円、％）



比較増減 増減率

当初予算額　Ａ 構成比 当初予算額　B 構成比 Ａ－Ｂ　　　Ｃ Ｃ／Ｂ

市 税 7,611,001 16.5 7,794,001 16.8 △ 183,000 △ 2.3

分 担 金 ・ 負 担 金 420,922 0.9 461,724 1.0 △ 40,802 △ 8.8

使 用 料 ・ 手 数 料 510,030 1.1 517,250 1.1 △ 7,220 △ 1.4

財 産 収 入 158,273 0.3 203,254 0.4 △ 44,981 △ 22.1

繰 入 金 1,131,658 2.5 216,674 0.5 914,984 422.3

諸 収 入 等 1,460,919 3.2 769,883 1.7 691,036 89.8

小　　　　計 11,292,803 24.5 9,962,786 21.4 1,330,017 13.3

地 方 譲 与 税 530,000 1.1 530,000 1.1 0 0.0

交 付 金 1,336,101 2.9 1,330,401 2.9 5,700 0.4

地 方 交 付 税 18,031,245 39.1 19,372,156 41.6 △ 1,340,911 △ 6.9

国 県 支 出 金 8,808,151 19.1 9,639,557 20.7 △ 831,406 △ 8.6

市 債 6,101,700 13.2 5,695,100 12.2 406,600 7.1

小　　　　計 34,807,197 75.5 36,567,214 78.6 △ 1,760,017 △ 4.8

46,100,000 100.0 46,530,000 100.0 △ 430,000 △ 0.9

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

自
 

主
 

財
 

源

依
 

存
 

財
 

源

区　　　　　分
平成２８年度

平成２８年度　由利本荘市一般会計予算概要

合　　　計

平成２７年度

1.　歳　入 （単位：千円　％）
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２.　歳　出　（目的別内訳）

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 B 構成比 Ａ－Ｂ　　Ｃ Ｃ／Ｂ 国県支出金 地方債 その他

1 議 会 費 271,098 0.6 282,606 0.6 △ 11,508 △ 4.1 0 0 0 271,098

2 総 務 費 6,116,673 13.3 6,006,010 13.0 110,663 1.8 297,421 714,200 353,783 4,751,269

3 民 生 費 13,681,788 29.6 12,873,405 27.8 808,383 6.3 5,922,553 168,000 1,077,949 6,513,286

4 衛 生 費 2,701,795 5.9 2,867,173 6.2 △ 165,378 △ 5.8 57,817 195,500 423,228 2,025,250

5 労 働 費 178,890 0.4 113,940 0.2 64,950 57.0 0 0 112,382 66,508

6 農林水産業費 3,594,165 7.8 4,453,085 9.7 △ 858,920 △ 19.3 1,343,154 123,700 128,628 1,998,683

7 商 工 費 1,298,251 2.8 1,427,643 3.1 △ 129,392 △ 9.1 27,883 198,100 404,901 667,367

8 土 木 費 6,085,068 13.2 4,874,529 10.6 1,210,539 24.8 1,039,698 2,280,000 76,409 2,688,961

9 消 防 費 1,884,313 4.1 2,454,192 5.3 △ 569,879 △ 23.2 1,060 355,100 33,602 1,494,551

10 教 育 費 3,764,661 8.2 4,155,584 9.0 △ 390,923 △ 9.4 76,373 700,000 221,256 2,767,032

11 災 害 復 旧 費 83,004 0.2 325,845 0.7 △ 242,841 △ 74.5 34,350 17,100 0 31,554

12 公 債 費 6,390,294 13.9 6,645,988 14.4 △ 255,694 △ 3.8 0 0 69,454 6,320,840

13 予 備 費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0 0 0 0 50,000

46,100,000 100.0 46,530,000 100.0 △ 430,000 △ 0.9 8,800,309 4,751,700 2,901,592 29,646,399

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

（単位：千円　％）

一般財源

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
増減率

合　　　　計

平成２７年度平成２８年度
款

比較増減
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３.　歳　出　（性質別内訳）

比較増減 増減率

当初予算額　Ａ 構成比 当初予算額　B 構成比 Ａ－Ｂ　　　Ｃ Ｃ／Ｂ

21,849,378 47.4 21,644,651 46.5 204,727 0.9

7,878,020 17.1 7,603,303 16.3 274,717 3.6

7,581,064 16.4 7,395,360 15.9 185,704 2.5

6,390,294 13.9 6,645,988 14.3 △ 255,694 △ 3.8

7,398,455 16.0 7,632,615 16.4 △ 234,160 △ 3.1

7,315,451 15.9 7,306,770 15.7 8,681 0.1

　うち　補助事業 4,126,807 9.0 3,880,234 8.3 246,573 6.4

　うち　単独事業 3,188,644 6.9 3,426,536 7.4 △ 237,892 △ 6.9

83,004 0.2 325,845 0.7 △ 242,841 △ 74.5

16,852,167 36.6 17,252,734 37.1 △ 400,567 △ 2.3

6,403,927 13.9 6,292,175 13.5 111,752 1.8

668,452 1.5 784,044 1.7 △ 115,592 △ 14.7

3,216,856 7.0 3,658,829 7.9 △ 441,973 △ 12.1

308,014 0.7 165,400 0.4 142,614 86.2

1,500 0.0 0 0.0 1,500 0.0

180,977 0.4 109,329 0.2 71,648 65.5

6,022,441 13.1 6,192,957 13.3 △ 170,516 △ 2.8

50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

46,100,000 100 46,530,000 100 △ 430,000 △ 0.9

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

合　　　　　計

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

繰 出 金

予 備 費

内
 
 
　
訳

義　務　的　経　費

人 件 費

内
 

訳
扶 助 費

公 債 費

（単位：千円　％）

平成27年度
区　　　　　分

平成28年度

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 費

投　資　的　経　費

内
 

訳

補 助 費 等

貸 付 金

そ　　　の　　　他

物 件 費

維 持 補 修 費
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会      計      名
H28当初予算額

Ａ
H27当初予算額

B
比  較  増  減
Ａ－Ｂ      Ｃ

増 減 率
Ｃ／Ｂ

国 民 健 康 保 険 10,546,814 11,268,722 △ 721,908 △ 6.4

後 期 高 齢 者 医 療 760,395 749,935 10,460 1.4

診 療 所 運 営 355,433 377,395 △ 21,962 △ 5.8

休 日 応 急 診 療 所 運 営 10,741 11,017 △ 276 △ 2.5

情 報 セ ン タ ー 524,585 545,880 △ 21,295 △ 3.9

地 域 情 報 化 事 業 0 81,403 △ 81,403 △ 100.0

奨 学 資 金 75,085 73,893 1,192 1.6

介 護 サ ー ビ ス 0 723,006 △ 723,006 △ 100.0

下 水 道 事 業 3,214,803 2,894,799 320,004 11.1

集 落 排 水 事 業 2,230,795 2,244,790 △ 13,995 △ 0.6

簡 易 水 道 事 業 1,921,895 1,574,956 346,939 22.0

ス キ ー 場 運 営 163,103 165,970 △ 2,867 △ 1.7

小 友 財 産 区 1,989 1,984 5 0.3

北 内 越 財 産 区 16 16 0 0.0

松 ヶ 崎 財 産 区 916 1,616 △ 700 △ 43.3

小                  計 19,806,570 20,715,382 △ 908,812 △ 4.4

水 道 事 業 3,056,257 3,019,622 36,635 1.2

ガ ス 事 業 1,650,506 1,639,293 11,213 0.7

小                  計 4,706,763 4,658,915 47,848 1.0

合                  計 24,513,333 25,374,297 △ 860,964 △ 3.4

（単位：千円   ％）

平成２８年度  由利本荘市特別会計・企業会計予算概要
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（単位：千円）

総務費 1 総務課 由利総合支所改築事業 542,452
新庁舎建設工事、CATVサーバ移設工事、現庁
舎等解体工事等

2 総務課 大内総合支所改築事業 186,107
仮庁舎に係る工事等、現庁舎の一部解体工事
工事監理、総合支所庁舎・車庫建設工事

3 総務課
地域資源の木材を使った新しい産
業の育成事業

5,470
木工職人の育成、おもちゃ指導員養成講座受
講料、木のおもちゃ製作講習費用等

4 税務課 地籍調査事業 48,205 本荘・矢島・東由利において地籍調査を実施

5 総合政策課 鳥海山・飛島ジオパーク構想事業 11,777

にかほ市、酒田市、遊佐町との広域連携によ
る「鳥海山・飛島ジオパーク構想」の推進
・鳥海山・飛島ジオパーク構想推進協議会負
担金　10,995千円ほか

6
総合防災公園管理
運営準備事務局

スポーツ交流連携推進事業 18,122

管理運営計画策定支援
指定管理料・維持管理業務・光熱水費検証
宿泊・飲食に関する業務構築の検証
発注仕様書・募集要網・備品計画作成業務等

7 地域振興課 住民自治活動支援交付金事業 17,805
地域振興と住民福祉の向上に資することを目
的とする町内会・自治会等住民自治活動への
支援

8 地域振興課 集会施設建設費等補助事業 927
町内会・自治会等が有する集会施設の建設費
に対する補助　（３町内会）

9 地域振興課 地域づくり推進事業 27,429
地域の特色あるソフト事業を推進し、地域の
活力増進と創出を図る。

10 地域振興課
町内会・自治会げんきアップ事業
【定住自立圏構想推進事業】

738
地域コミュニティの力・機能の維持活性化を
目的とした将来ビジョン策定等に取り組む町
内会自治会を支援

11 地域振興課
結婚支援事業
【定住自立圏構想推進事業】

400
あきた結婚支援センターへの登録助成により
結婚を希望する者が早期に実現できるよう支
援する。

12 地域振興課
生活バス路線等維持事業
【定住自立圏構想推進事業】

118,302
生活バス路線の運行に要する経費を補助し地
域交通の確保を図る。

13 地域振興課

コミュニティバス運行事業（本
荘・矢島・岩城・大内・東由利・
西目・鳥海）
【定住自立圏構想推進事業】

140,765
市町村有償運送等コミュニティバスにより交
通空白地域の解消を図る。

14 地域振興課 由利高原鉄道運営補助事業 80,000
鳥海山ろく線維持のため由利高原鉄道への補
助により運営の安定と地域交通の確保を図
る。

15 情報管理課
移動通信鉄塔整備事業
【定住自立圏推進事業費】

17,677
大内地域滝若林地区
　鉄塔1基、H=14.9ｍ（NTTドコモ）

16 情報管理課 社会保障・税番号制度事業 29,375
業務システム改修・機器賃貸借
セキュリティ強化対策

17 カダーレ管理課 市主催事業 6,624
カダーレ大ホールでの市主催事業
劇団　四季「ウエストサイド物語」（ミュー
ジカル）

18 カダーレ管理課 文化交流施設指定管理委託料 170,000 指定管理料　170,000千円

19 市民課 コンビニ交付サービス事業 21,806
個人番号カードを活用し、全国のコンビニで
住民票等の諸証明を交付する。

20 仕事づくり課 移住・定住促進事業 12,447

・移住･定住応援サイトによる情報発信
・県立大学との連携による移住ＰＲ動画作成
・移住希望者向け無料職業紹介所の運営
・首都圏等における移住ミーティングの開催
・地元での移住体験ツアーの実施
・定住促進奨励金の交付

21
選挙管理委員会事
務局

参議院議員通常選挙費 46,660 参議院議員通常選挙

22
選挙管理委員会事
務局

秋田海区漁業調整委員会委員選挙
費

836 秋田海区漁業調整委員会委員選挙

平成28年度　　主　要　事　業　

目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

総務費 23
選挙管理委員会事
務局

県知事選挙事務費 16,271 県知事選挙

24
選挙管理委員会事
務局

市長選挙事務費 10,347 市長選挙

民生費 25 福祉支援課 介護給付・施設訓練等給付事業 1,448,283
障害者総合支援法による障がい福祉サービス
給付を行う。

26 福祉支援課 補装具給付事業 16,000
身体障がい者の失われた身体機能を補うた
め、補装具の交付及び修理を行う。

27 福祉支援課 障がい者医療費 99,584
身体の機能障害を軽減又は改善するため、更
生医療（人工透析等）・育成医療及び病院に
おいて実施する療養介護医療を給付する。

28 福祉支援課 地域生活支援事業 114,274
日常生活用具の給付、障がい者の相談支援、
地域活動センター事業、社会参加促進事業等
を実施する。

29 福祉支援課 生活保護費 1,284,742
要保護者に対して必要な保護を行うことによ
り、自立を促進する。

30 福祉支援課 臨時福祉給付金給付事業 99,161
消費税率の引き上げ延期に伴い、低所得者の
負担軽減のため、臨時福祉給付金を給付す
る。

31 福祉支援課
年金生活者等支援
臨時福祉給付金給付事業

310,480
高齢者世帯の年金も含めた所得全体の底上げ
を図る観点から、低所得の高齢者等を対象
に、臨時福祉給付金を給付する。

32 福祉支援課 生活困窮者自立支援事業 16,205
生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実
施、住居確保給付金の支給を行い自立支援策
の強化を図る。

33 長寿支援課 敬老会開催事業 19,677
年度当初75歳以上の方を対象に、長寿をお祝
いするため敬老会を開催する

34 長寿支援課 高齢者祝金給付事業 21,387
88歳（1万円）、100歳（10万円）を迎えられ
た方に祝金を支給する。（平成28年度に限
り、89・90歳に達する方にも1万円を支給）

35 長寿支援課 家族介護手当支給事業 12,916

在宅で重度の寝たきり・認知症高齢者を介護
している家族に介護手当（3万円）を支給
し、在宅介護を支援する（年2回、延べ430
人）

36 長寿支援課 広域分担金（老人福祉事務費） 107,379 寿荘・地域支援事業分担金

37 長寿支援課 老人クラブ活動費補助事業 8,642
老人クラブ連合会・構成単位老人クラブ活動
費を支援する。（単位クラブ186、会員数
7,908人）

38 長寿支援課
第３０回全国健康福祉祭あきた大
会開催準備事業

1,750
平成29年度開催のねんりんピック秋田大会に
向けた市実行委員会への補助金

39 長寿支援課 広域分担金（介護保険費） 1,259,799 介護保険給付費・事務費分担金

40 長寿支援課 地域密着型介護施設整備事業 141,839
地域密着型特別養護老人ホーム29床の整備費
補助金

41 長寿支援課 介護支援ボランティア事業 5,496

高齢者の社会参加、健康増進、介護予防、生
きがいづくり等を目的にボランティア活動を
行った高齢者に対しポイントを付与し、ポイ
ント付与基準相当の換金又は特産品と交換す
る。

42 長寿支援課
地域ミニデイサービス活動支援事
業
【定住自立圏構想推進事業】

4,403
地域支援事業及び定住自立圏推進事業として
ミニデイサービスを実施している町内会等に
交付金を交付し、活動を支援する。

43 長寿支援課 地域包括支援センター拡充事業 98,731
地域包括支援センター（基幹型、中央ブロッ
ク）拡充に係る人件費

44 長寿支援課 在宅医療・介護連携推進事業 6,268
地域の医療・介護関係者が参画する会議の開
催や地域の医療・介護支援マップを作成する

45 長寿支援課 生活支援体制整備事業 12,175
生活支援の担い手の養成やサービスの開発、
関係者のネットワークの推進等を担う生活支
援コーディネーターを配置

46 長寿支援課 認知症総合支援事業 688

地域の認知症高齢者やその家族を支える初期
集中支援チームの設置と認知症地域推進員を
配置し、早期発見・早期対応体制の充実を図
る。
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

民生費 47 長寿支援課 認知症高齢者等見守り事業 1,995
認知症の早期発見のため、気軽に脳の働きを
確認できるチェック機器を導入。（タッチパ
ネル式物忘れ相談プログラム等）

48 長寿支援課 食の自立支援事業 24,750

低栄養状態の改善を必要とする二次予防対象
高齢者、調理等の食生活能力に支障のある単
身高齢者等、40歳以上65歳未満の単身世帯等
の見守りが必要な要介護者に対し、配食サー
ビスを実施する（延べ27,500食）

49 子育て支援課 放課後児童対策事業 93,289
放課後の小学生を預る学童保育を実施する
（19ヵ所）

50 子育て支援課
保育所整備等臨時対策基金特別対
策事業

231,441
民間保育所・認定こども園の施設整備への補
助（清徳幼稚園・保育園改築、旧道川保育園
解体）

51 子育て支援課
一時預かり事業（一般型、幼稚園
型）

28,969
一時的な預かり保育を実施する民間保育所・
認定こども園への補助（21園）

52 子育て支援課
施設型給付事業（民間保育所・認
定こども園）

1,959,026
民間保育所（16園）・認定こども園（4園）
への入所にかかる給付費

53 子育て支援課 児童扶養手当給付事業 353,675
18歳までの児童を養育しているひとり親家庭
の父または母などに手当を支給する

54 子育て支援課 子育て支援金支給事業 31,020
出生率の向上と子育てを支援するため第2子
10万円、第3子以降20万円を支給する

55 子育て支援課 児童手当給付事業 1,115,238

中学校修了までのこどもを対象に手当を支給
する
3歳未満、3歳以上小学生（第3子以降）月額
15,000円

56 子育て支援課 市立保育園運営事業 673,953 市立保育所の運営に要する経費（直営8園）

57 子育て支援課 ひとり親家庭福祉事業 12,241
ひとり親家庭への支援
住宅整備資金貸付、母子生活支援施設入所委
託ほか

58 子育て支援課 子育て支援センター運営事業 15,542
子育て支援センターの運営経費（直営4ヵ
所、委託2ヵ所）

59 市民課 福祉医療費支給事業 702,647

うち福祉医療費拡大事業 85,883

衛生費 60 生活環境課
矢島鳥海サテライトセンター整備
事業

93,000
矢島鳥海清掃センターの中継施設整備工事費
（H28～H29の2カ年工事）

61 生活環境課 ごみ減量化推進事業 64,482 ごみ袋有料化によるごみ減量化の推進

62 生活環境課 塵芥収集事業 321,601 一般廃棄物収集運搬業務委託

63 生活環境課 斎場管理事業 19,175 市内４斎場の管理運営費（火葬・清掃等）

64 健康管理課
病院群輪番制病院運営事業【定住
自立圏構想推進事業】

19,313 病院群輪番制病院運営事業分担金

65 健康管理課
遠隔地受診受付システム事業補助
【定住自立圏構想推進事業】

7,885 遠隔地受診受付システム事業補助

66 健康管理課
地域中核病院医療機器整備費補助
金【定住自立圏構想推進事業】

11,981
由利組合総合病院の血管連続撮影装置(アン
ギオ装置）整備費補助

67 健康管理課 由利組合総合病院運営費補助事業 20,000 由利組合総合病院運営費補助

68 健康管理課 医師確保奨学資金貸付事業 12,800 医師確保奨学資金貸付事業

69 健康管理課 母子保健事業 66,649

妊婦健診・乳幼児健診・幼児歯科健診・不妊
治療費等助成
40週、41週の予定日超過した妊婦健診にかか
る費用の助成
５歳児健康相談

【県補助事業】
①乳幼児～小学校３年生、ひとり親家庭児童、心身
障がい者の医療費の全額助成　　　　　　　　②小
学校４年生から中学校３年生の一部負担を除いた助
成　　　　　　　　　　　　　　　　　　※中学生
は平成２８年８月より助成　　　　　　　　【市単
独拡大事業】
①所得制限超過で県事業に非該当の０歳児～中学校
３年生の医療費の全額助成
②県補助事業に該当する１歳児～中学校３年生の一
部負担金の全額助成
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

衛生費 70 健康管理課 住民検診事業 34,104 健康診査・各種がん検診等事業費

71 健康管理課 感染症等予防対策事業 145,919 各種予防接種事業

72 健康管理課
消化管がん予防・検診・治療学講
座

14,000 ３カ年による寄附金（H28～H30）

73 健康管理課 診療所特別会計繰出金 156,639 診療所特別会計への繰出金

74 健康管理課 フッ化物洗口事業(拡大) 1,134
フッ化物洗口事業(保育園、幼稚園、小学
校、中学校に拡大)

75 健康管理課 中学生ピロリ菌抗体検査事業 2,414
市内中学2年生の希望者を対象に、抗体検査
および除菌助成を実施

76 健康管理課 インターバル速歩普及事業 276
講演会、地域や団体への講座の開催等による
インターバル速歩普及事業

77 健康管理課 健康の駅推進事業 65
健康をテーマとした市民の交流拠点(健康の
駅)設置計画の策定

78 健康管理課 保健センター整備事業 35,000
ウェーブ岩城屋根防水改修工事
　　　　　設計管理委託料　　　2,000
　　　　　工事費　　　　　　 33,000

79 上下水道課 浄化槽設置事業 30,798
5人槽 43基、7人槽 22基、10人槽2基
嵩上げ分…5人槽 8基、7人槽 12基

80 上下水道課 沢内地区小規模水道整備事業 78,000
連絡管布設工事　L=812m
配水管布設工事　L=1,160m ほか

81 上下水道課
中ノ沢・須郷地区水道未普及地域
解消事業

8,500
水源管路実施設計業務委託
水質調査業務委託

82 商工振興課
(社)由利本荘市シルバー人材セン
ター運営事業費補助事業

13,500
高齢者の就業機会の拡大や就労を支援するた
め、シルバー人材センターの運営事業費を補
助する

83 商工振興課
就業資格取得支援助成事業【地域
雇用創出推進基金事業】

2,000
求職者が就業時に有利となる資格取得に対し
て経費を助成する

84 商工振興課 勤労者金融対策事業 50,000
円滑な勤労者融資を支援するため、東北労働
金庫本荘支店へ資金を預託する

85 仕事づくり課 学卒者地元就職促進事業 429
・転出者情報提供サービスの実施
・高校生就職サポートセミナーの開催

86 仕事づくり課 雇用の創造事業 59,077
・人材確保や新たな仕事づくりに向けた地域
　資源の掘り起こし
・雇用創造協議会の運営支援

農林水産
業費

87 農業振興課 農業夢プラン事業 69,709
担い手の規模拡大、経営複合化に必要な機
械・施設等の整備、繁殖用雌牛、乳用牛導
入、草地整備等への支援。

88 農業振興課 新規就農者経営開始支援事業 12,127
新規就農者の円滑な経営開始・定着を図るた
め機械・施設等の導入を支援する。

89 農業振興課 農業経営発展加速化支援事業 46,653

意欲ある経営体が経営発展を加速化するため
の、規模拡大や複合化・6次産業化等の取り
組みに必要な活動経費（販路拡大、人材育成
等）、機械・施設等の導入への支援。

90 農業振興課 由利本荘米ブランド支援事業 8,131

由利本荘米のブランド力向上に資する各種取
り組みを支援するもの。
①安全・安心な良食味米生産取組
②新品種「つぶぞろい」普及拡大
③カメムシ斑点被害防止

91 農業振興課 水田活用作物支援事業 1,000

フキ、わらびなど、中山間地でも比較的栽培
が容易な山菜等を、新規に作付販売する場合
に助成を行い、自己保全管理水田等の不作付
地の防止・解消につなげる。

92 農業振興課 園芸メガ団地整備事業 25,918

野菜や花きの産出額を飛躍的に向上させるた
めの、地域の園芸振興をリードする大規模な
園芸団地（園芸メガ団地・鳥海地域平根地
区）の整備に対する支援。

　

93 農業振興課 青年就農給付金事業 20,086
地域の担い手となる新規就農者に対する支
援。

労働費
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

農林水産
業費

94 農業振興課 機構集積協力金交付事業 30,780
農地中間管理機構に貸付する出し手や地域に
対する支援。

95 農業振興課 元気な中山間農業応援事業 91,009
条件不利地である中山間地域の経営体に対す
る支援。

96 農業振興課
由利牛振興対策事業
（秋田由利牛生産体制整備事業）

4,299
秋田由利牛ブランド確立のための、生産から
流通販売、消費拡大事業を支援。

97 農業振興課 秋田由利牛肥育振興対策事業 1,800
秋田由利牛の出荷頭数の拡大と品質向上を目
指すため、優良な肥育素牛導入の支援。

98 農業振興課
ＴＭＲ（完全混合飼料）給与推進
事業

900
ＴＭＲの地域流通を推進するため、試験給与
農家を支援。

99 農業振興課
矢島バイオセンター施設環境整備
事業

10,000
堆肥袋詰機（平成10年度導入）の経年劣化に
よる更新。

100 農山漁村振興課 県営担い手育成基盤整備事業 33,370
県営農地整備事業に係る負担金
　柴野地区、平根地区（工事 10%）
　松ヶ崎地区（調査計画　市25%、地元25%）

101 農山漁村振興課 県営ため池等整備事業 9,000
県営ため池等整備事業に係る負担金
　岩木地区（工事 5%）

102 農山漁村振興課 県営農村地域防災減災事業 20,840

県営農村地域防災減災事業に係る負担金
　芋川地区（小羽広ダム、鬼ケ台ダム）
　大内地区（七曲ため池、中野ため池）
　立石堰地区（用排水路）、下川内堰地区
（用排水路）
　調査費負担金（大栗沢堰地区、枯木第一地
区、杉ノ沢地区）

103 農山漁村振興課 土地改良施設維持管理適正化事業 38,990

施設の管理者が機能保全のため計画的に行う
事業に対し、補助金交付要綱に基づき支援す
る（平ノ脇揚水機、木戸口揚水機、西目発電
所）

104 農山漁村振興課 農業基盤整備促進事業 286,780
定額助成
　区画拡大　 17.88ha（10万円/10a）
　暗渠排水　179.10ha（15万円/10a）

105 農山漁村振興課 多面的機能支払事業 379,314

農地維持支払・資源向上支払(共同)
　継続 123組織、6,402ha
　新規   3組織、  191ha
資源向上支払(長寿命化)
　継続　26組織、894ha
　新規　15組織、  400ha

106 農山漁村振興課 中山間地域等直接支払交付金事業 481,635

中山間地域等の条件不利農地の維持保全
　170協定
　急傾斜 752ha、緩傾斜 4,080ha
　超急傾斜 4ha

107 農山漁村振興課 民有林造林促進事業 21,000
民有林造林事業（植栽～間伐）への嵩上げ補
助

108 農山漁村振興課 森林病害虫等対策事業 9,992

松くい虫防除対策
　伐倒駆除、薬剤散布、樹幹注入
ナラ枯れ対策事業
　守るべきナラ林　伐倒駆除、樹幹注入

109 農山漁村振興課 林業専用道整備事業 6,875
県営林業専用道整備事業に係る負担金（市
1/6）
　木在線　施工延長 1,500m

110 農山漁村振興課 水と緑の森づくり税事業 46,610

松林･ナラ林健全化整備事業
　被害調査、伐倒処理
ふれあいの森整備事業
　〔大内〕折渡峠の森、古館いこいの森
　〔西目〕望海の丘
県民参加の森づくり事業　西目地域植樹祭

111 農山漁村振興課 地域木材利活用支援事業 5,000
移動式チッパー及び関連機械の整備に対する
補助

112 農山漁村振興課 小規模林業普及促進事業 2,056
小規模林家が行う森林保全と森林資源の活用
を支援する

113 農山漁村振興課 木育推進事業 1,600
木育について広く市民へ周知を図るため、木
育キャラバンを実施する
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農林水産
業費

114 農山漁村振興課 市有林管理事業 15,049
市有林の施業管理
　作業員下刈 2.84ha、除伐 11.60ha、枝打
27.20ha、切捨間伐 62.13ha

115 農山漁村振興課 地元漁業食材ブランドアップ事業 580
商品価値の低い地魚にスポットをあて、漁業
収益をあげる起爆剤とするため、漁業者が主
体的に行う活動に支援する

116 農山漁村振興課 漁村再生交付金事業 6,700
県営本荘漁港整備事業に係る負担金（10%）
　護岸整備 33m、深浅測量

117 農山漁村振興課 水産物供給基盤機能保全事業 107,147

道川漁港
　北護岸、中央護岸の裏部補修 115.8m
西目漁港
　補修事業承認資料の作成業務委託

商工費 118 商工振興課 由利本荘市商工会運営費補助事業 30,000
商工業の振興と商工会の効率的な運営を図る
ため、由利本荘市商工会の運営費を補助する

119 商工振興課 地域商業振興事業費補助金 1,000
小規模既存商店の店舗改装費の一部を補助
し、持続化を支援する。

120 商工振興課 【新規】創業支援補助金 5,000
開業に係る経費の一部を補助し、新たな起
業・創業を支援する。

121 商工振興課 中小企業融資斡旋資金事業 40,926
中小企業の経営安定及び振興を図る資金に対
し、利子及び保証料を補給する

122 商工振興課
地域企業国際化人材育成事業【定
住自立圏構想事業費】

1,000
地域企業の海外受注を促進するため、社員の
語学研修の際の講師謝礼を助成する

123 商工振興課
ものづくり分野地域人づくり事業
【定住自立圏構想事業費】

500
中小企業等の新分野進出などに向けた人材育
成研修を本荘由利産学振興財団に委託する

124 商工振興課
地域企業人材高度化育成事業【定
住自立圏構想事業費】

1,000
中小企業等が行う高度な資格や技術習得のた
めに社外研修の経費の一部を助成する

125 商工振興課 新商品等展示会出展支援事業 800
市内事業者等が自社製品等商談のため、展示
会などに参加する経費の一部を助成する

126 商工振興課
企業支援貸し工場管理事業（大
内・石脇）

7,945 貸し工場の管理費

127 観光文化振興課 由利本荘市観光協会補助事業 20,716 協会活動及び８支部実施事業の支援。

128 観光文化振興課 イベント開催事業 4,486
市並びに市民団体が主催するイベント開催費
の支援。（全国フットパスの集い開催）

129 観光文化振興課 「真田丸」放送記念事業 1,069
宮城県白石市並びに蔵王町と連携し、「みち
のく真田ゆかりの地」として事業を実施。

130 観光文化振興課 観光誘客促進事業（セールス） 2,484
台湾・韓国・タイ王国からの訪日観光誘客を
促進する。（トップセールス・商談会参加）

131 観光文化振興課 観光誘客促進事業（事業・補助） 7,564
国際観光推進補助、第１回本荘追分ブラジル
大会渡航費補助、商談会参加補助を行う。

132 観光文化振興課
あきた未来づくりプロジェクト推
進事業

26,711
県並びに、にかほ市と協働で実施する「鳥海
山を核とした広域観光」を推進する。

133 観光文化振興課 道の駅「岩城」関連施設整備事業 11,000
温泉の源泉揚湯管並びに源泉ポンプの修繕を
はじめとする施設の修繕を行う。

134 観光文化振興課 青少年旅行村整備事業 14,700
やまゆり改修（設計・監理業務1式、屋上防
水・トイレ・厨房改修1式）

135 観光文化振興課
はーとぽーと大内関連施設整備事
業

37,400
冷温水発生機及び空調機を更新するほか、施
設の修繕を行う。

136 観光文化振興課
八塩いこいの森パークゴルフ場整
備事業

94,270
パークゴルフ場18コース増設整備（植栽等
コース整備工事・付帯施設工事・補償費）

137 観光文化振興課 黄桜温泉「湯楽里」施設修繕事業 37,300
道の駅周辺施設の黄桜温泉「湯楽里」の施設
改修設計費、維持修繕費

138 観光文化振興課
浜館公園展望台解体及び観音像移
設工事

11,000
老朽化した浜館公園の展望台の解体及び観音
像の移設工事を行う。

139 観光文化振興課 「鳥海荘」大規模改修事業 41,600
「あっぽ」の露天風呂と施設の改修工事のほ
か、「ぶなの実」等の機器類の修繕を行う。
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

商工費
140

まるごと売り込み
課

まるごと売り込み事業 10,003

フェアの開催、バイヤー招聘、首都圏スー
パーへの売り込み等により市産品のブラッ
シュアップとブランド化、定番商品化を図
る。

141
まるごと売り込み
課

地域おこし協力隊設置事業 4,024
流通体制を構築するため、出荷体制確立支援
員として地域おこし協力隊1名を配置。

142
まるごと売り込み
課

目指せ1千万！山菜ビジネス事業 2,000
山菜を売れる商品としてブランド化を進め、
3年後に売上1千万円を目指す。規格基準の策
定、産地証明、連携出荷体制整備など。

土木費 143 建設管理課 橋梁点検・長寿命化修繕計画 55,000
社会資本整備総合交付金
橋梁点検委託料１２０橋（全域）

144 建設管理課 街灯ＬＥＤ化事業 20,000
社会資本整備総合交付金
２０９基（由利）

145 建設管理課 田尻石脇線 49,297
社会資本整備総合交付金（本荘）
登記委託料、用地購入費、補償費

146 建設管理課 竜巻１号線 141,040
社会資本整備総合交付金（本荘）
登記委託料、用地購入費、補償費

147 建設管理課 石ノ花環状線 20,594
社会資本整備総合交付金（本荘）　登記委託
料、用地購入費、補償費　改良Ｌ＝６５０ｍ

148 建設管理課 祓川線 50,000
社会資本整備総合交付金（矢島）
改良Ｌ＝２４０ｍ

149 建設管理課 道川駅線 25,000
社会資本整備総合交付金（岩城）
改良Ｌ＝１２６ｍ

150 建設管理課 猿倉花立線ほか 35,000
社会資本整備総合交付金（矢島）
調査測量設計委託料、Ｌ＝３００ｍ

151 建設管理課 平岫小又線 22,000
社会資本整備総合交付金（大内）
改良Ｌ＝２２０ｍ

152 建設管理課 金山線 48,000
社会資本整備総合交付金（東由利）
改良Ｌ＝３００ｍ

153 建設管理課 中学校線 30,000
社会資本整備総合交付金（東由利）
歩道設置Ｌ＝１８０ｍ

154 建設管理課 （仮称）新道下藤崎台幹線 19,000
社会資本整備総合交付金（西目）
調査測量委託料

155 建設管理課 田高中沢線 36,000
社会資本整備総合交付金（西目）
改良Ｌ＝２６０ｍ、電柱移転補償費

156 建設管理課 芦ヶ渕線 53,000
社会資本整備総合交付金（鳥海）
橋梁Ｌ＝７４．４ｍ　下部工２基

157 建設管理課 橋梁長寿命化修繕 106,000
社会資本整備総合交付金（全域）
調査測量設計Ｎ＝５橋、橋梁補修Ｎ＝１橋

158 建設管理課 トンネル修繕 20,000
社会資本整備総合交付金（岩城）
トンネル補修Ｎ＝１基

159 建設管理課 狐森川尻線 12,000 側溝改良Ｌ＝１４０ｍ（岩城）

160 都市計画課 停車場栄町線整備事業 21,704 県施工工事負担金

161 都市計画課 公園施設長寿命化事業 20,400
社会資本整備総合交付金
公園施設の更新　４箇所

162 都市計画課 由利本荘総合防災公園事業 2,219,730
社会資本整備総合交付金
アリーナ建設工事・屋根付きグランド建設工
事

163 都市計画課 総合都市交通体系調査業務 12,100
街路交通調査費補助
総合都市交通体系調査

164 都市計画課 羽後本荘駅周辺整備事業 224,848
羽後本荘駅東西自由通路実施設計、東西駅前
広場測量設計

165 建築住宅課 公営住宅改修事業 19,167
砂子下団地屋上防水改修工事
　シート防水　A=1,251 ㎡
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

土木費

166 建築住宅課 住宅リフォーム資金助成事業 71,114

・一般型リフォーム
　（補助：対象工事費の10%、限度10万円）
　340件×100千円＝34,000千円
・子育て支援型リフォーム
　（補助：対象工事費の10%、限度20万円）
　90件×200千円＝18,000千円
・空家購入支援型リフォーム
　（補助：対象工事費の15%、限度20万円）
　60件×200千円＝12,000千円
・移住・定住対策型リフォーム
　（補助：対象工事費の15%、限度20万円）
　30件×200千円＝6,000千円

消防費 167 危機管理課 ハザードマップ作成事業 470

事業所、町内会等の要望により掲示用の大型
マップ（洪水・土砂災害ハザードマップ、津
波浸水ハザードマップ）各種千部を作成し、
配付。

168 危機管理課
自主防災組織活動促進事業費補助
金

1,000

自主防災組織の活動促進を図るため、活動費
用の一部を助成する。①防災用資機材の購入
②防災訓練の実施経費③自治会・町内会防災
マップ印刷費などを対象。

169 消防総務課 消防防災施設整備事業 51,000 本荘消防署東由利水槽付消防ポンプ車　１台

170 消防総務課
本荘消防署西目分署消防庁舎建設
事業

197,280
本荘消防署西目分署建設工事（工事監理及び
指令端末等設置含む）

171 消防総務課
本荘消防署岩城分署消防庁舎建設
事業

6,330
本荘消防署岩城分署解体工事（実施設計含
む）

172 消防総務課
本荘消防署大内分署消防庁舎建設
事業

7,670
本荘消防署大内分署建設工事（実施設計及び
地質調査）

173 消防総務課 消防水利整備事業 45,200 耐震性貯水槽５基

174 消防総務課 非常備消防機械器具等整備事業 63,680 小型動力ポンプ積載車５台等

175 消防総務課 非常備消防施設等維持事業 10,218 消防団格納庫１棟

教育費 176 教育総務課 西目中学校大規模改修事業 133,000
校舎棟、屋体棟、食堂棟の外壁・サッシ・教
室床・暖冷房設備等の改修

177 教育総務課
北部学校給食センター(仮称)整備
事業

6,000 基本設計業務委託料

178 教育総務課 大内中学校グラウンド改修事業 57,100 土の入替・不陸整正・暗渠改修

179 教育総務課 石沢小学校体育館屋根改修事業 12,587 鋼板屋根のカバー工法による改修

180 学校教育課 由利地域スクールバス購入費 7,065 スクールバス1台（29人乗）購入

181 学校教育課 東由利地域スクールバス購入費 3,745 スクールバス1台（10人乗）購入

182 学校教育課
市内小中学校指導要録管理システ
ム導入事業（５カ年リース）

725
小中学校指導要録をシステム化することによ
り事務軽減を図る

183 学校教育課 早期からの教育相談事業 1,959
特別な支援を要する児童へのニーズに応じた
支援等、指導者向け研修会等を行う。

184 学校教育課
首長部局等との協働による新たな
学校モデルの構築事業

1,898
教育委員会のみならず市長部局、関係機関と
協働体制を確立し、課題解決に向けて取り組
む新たな学校モデルを構築する

185 学校教育課
コミュニティースクールの推進事
業(小学校　14校)

1,866
学校運営協議会委員を中心に、地域住民との
連携強化と学校理解を深める。

186 学校教育課
コミュニティースクールの推進事
業(中学校　10校）

1,363
学校運営協議会委員を中心に、地域住民との
連携強化と学校理解を深める。

187 学校教育課
全国コミュニティスクール研究大
会事業費

1,307
コミュニティ・スクール指定校の拡大のため、東北において先進
的取り組みをしている本市を会場として全国大会を開催する

188 学校教育課 学校生活サポート事業 54,194
生活サポート(小学校29名、中学校７名)
医療サポート(小学校１名)

189 学校教育課 リアルサイエンス事業 1,014
リアルサイエンスマイスター養成講座、学校
出前授業、教職員研修会、市内全中３生へ理
数講演会

190 学校教育課 英語教育強化地域拠点事業 2,568
小学校における英語教科化に向けた、教育課
程の編成、教材・評価方法の開発に関する研
究の推進
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

教育費 191 学校教育課 安全安心で美味しい学校給食事業 2,982
臨時学校栄養士(非常勤)を新たに雇用し、献
立の充実・衛生管理の向上を図る。

192 生涯学習課 放課後子ども教室推進事業 5,484 地域人材による放課後の子どもの活動支援

193 生涯学習課 学校支援地域本部事業 1,980 学校ボランティアによる学校支援活動の実施

194 生涯学習課
（仮称）石沢地区多目的集会施設
整備事業

116,764
石沢地区多目的集会施設の整備
（本体建築、車庫等建築、外構整備、備品整
備等）

195 生涯学習課 鮎川学習センター改修事業 13,110

鮎川学習センター（旧鮎川小学校）の整備
・校舎棟老朽化対策
・ゆりの里郷土資料館機能移転（資料移転・
展示）

196 生涯学習課
大内農村環境改善センター改修事
業

39,300 空調設備更新工事

197 生涯学習課 八塩生涯学習センター利活用事業 3,716
理科室配管・給配水管・特別教室及び渡り廊
下床・屋内消火栓配管修繕

198 生涯学習課 紫水館照明設備改修事業 7,487
多目的ホールの電球をＬＥＤに交換
制御盤をＬＥＤ対応に交換

199 生涯学習課
図書等整備事業
【定住自立圏構想推進事業】

13,350 図書購入(３図書館・５公民館図書室)

200 文化課 人形劇フェスティバル 850
国文祭継承事業
市民参加型の「人形劇フェスティバル」

201 文化課 芸術鑑賞教室 7,000

１市内全ての児童・生徒がカダーレに集い、
優れた公演を鑑賞する。
２．劇団四季「こころの劇場」(小学６年生
無料公演)28年度は、にかほ市６年生も参加

202 文化課
「鳥海山北麓の獅子舞番楽」記録
作成事業

3,309
由利本荘市・にかほ市の獅子舞番楽に係る記
録作成事業。四カ年事業の二年次。

203 文化課 民俗芸能伝習拠点施設整備事業 360,598
木造平屋建859㎡建設（建設工事、工事監
理、外構実施設計、外構工事、備品購入）

204 文化課
民俗芸能伝承活動支援事業

1,343

１．「市民俗芸能大会」の開催
２．団体育成プロジェクト事業：民俗芸能団
体に対する後継者育成、用具修理、現地公開
等の支援）［定住自立圏共生ビジョン］

205 スポーツ課
日本スポーツマスターズ大会開
催・協賛事業

1,176
・おもてなし事業              599
・協賛スポーツ教室補助金　　　277
・協賛競技大会補助金          300

206 スポーツ課 スポーツ立市記念事業 1,357
・記念式典、記念講演の開催等

207 スポーツ課
大手門温水プール「遊泳館」指定
管理

45,000 ・遊泳館指定管理

208 スポーツ課
由利緑地公園ナイター塔電気設備
改修工事（２年目）

14,200 ・ナイター設備３基の修繕工事

209 スポーツ課 東由利野球場改修工事（２年目） 44,000
・スコアボード、内外野フェンス、ダッグア
ウト、管理棟の改修工事

210 スポーツ課 西目海洋センター改修工事 37,934
・プール棟改修工事：鉄骨塗装、プールサイ
ド床、上屋膜体、給排水設備、照明器具

災害復旧
費

211 建設管理課 新荘軽井沢線 51,500
公共土木施設災害復旧費負担金（矢島）
道路災（地すべり）　Ｌ＝５１ｍ

診療所運
営特別会
計

212 健康管理課 診療所運営事業 355,433 鳥海地域３診療所運営費

休日応急
診療所運
営特別会
計

213 健康管理課 休日応急診療所運営事業 10,741 休日応急診療所運営費
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

情報セン
ター特別
会計 214 広報課 ＩＰ告知放送システム改修工事 74,000

インターネット、緊急情報、電話サービスを
提供するＩＰ告知設備の更新
センター局舎内（放送サーバ、加入者管理
サーバ、放送監視サーバ、ＩＰ電話サーバ、
Ｊ－ＡＬＥＲＴ連携装置）、各総合支所等放
送装置10箇所

215 広報課
ケーブルモデムセンター装置改修
工事

44,500

インターネット通信設備の耐用年数経過によ
る高速・大容量化の設備更新（対象：本荘地
域中心部、矢島地域）
由利本荘市役所・矢島総合支所通信設備改修

216 上下水道課 公共下水道事業（本荘処理区） 824,103

汚水（尾花沢幹線・支線）φ100～200
L=1,700m
尾花沢第一排水区（雨水）L=413m
水林浄化センター長寿命化改築更新工事

217 上下水道課 公共下水道事業（矢島処理区） 14,858 矢島浄化センター長寿命化計画策定業務委託

218 上下水道課
特定環境保全公共下水道事業
（道川処理区）

29,490
道川浄化センター機械設備工事、工事監理委
託

219 上下水道課
特定環境保全公共下水道事業
（前郷処理区）

39,100
前郷浄化センター機械設備工事、工事監理委
託

220 上下水道課
特定環境保全公共下水道事業
（岩谷処理区）

14,858 岩谷浄化センター長寿命化計画策定業務委託

221 上下水道課 公共下水道台帳システム構築事業 25,000
公共下水道（本荘処理区）台帳管理システム
業務委託

222 上下水道課 下水道事業法適化移行事業 7,200 固定資産調査・評価業務委託

223 上下水道課
内越第一地区農業集落排水事業
【機能強化】

34,300 機能強化対策全体実施設計業務委託

224 上下水道課
小友第二地区農業集落排水事業
【機能強化】

3,600 機能強化対策調査計画策定業務委託

225 上下水道課
南福田地区農業集落排水事業
【機能強化】

86,177
接続管路工事　L=1,130m
請負設計積算業務委託　ほか

226 上下水道課 田代黒渕地区農業集落排水事業 295,778
中継ポンプ場施設工事　6箇所
管路工事　Ｌ＝2,741ｍ
請負設計積算業務委託　ほか

227 上下水道課 集落排水事業法適化移行事業 9,000 固定資産調査・評価業務委託

228 上下水道課 矢島地区簡易水道統合整備事業 189,281
花立・元町南・熊之子沢簡易水道統合整備工
事  L=5,255m　ほか

229 上下水道課 大内第三簡易水道整備事業 299,330
代内浄水場・配水場等建設工事
工事監理業務委託　ほか

230 上下水道課 東由利簡易水道統合事業 598,464

大琴地区連絡管布設工事 L＝2,500ｍ
黒沢地区連絡管布設工事 L＝1,500ｍ
新沢地区連絡管布設工事 L＝2,340ｍ
高村地区連絡管布設工事 L＝1,955ｍ　ほか

231 上下水道課 亀田簡易水道配水管布設替事業 25,000
国道341号改良工事に伴う配水管布設替工事
L=200m

232 上下水道課 簡易水道GIS台帳作成事業 15,957
簡易水道（東由利・矢島）GIS台帳作成業務
委託

233 上下水道課 簡易水道事業法適化移行事業 13,990
例規整備等支援業務委託
経営認可変更作成業務負担金

スキー場
会計

234 観光文化振興課
鳥海高原矢島スキー場クワッドリ
フト点検整備委託事業

26,500
年次計画に基づき、リフト減速機、原動軸、
電動機等の点検整備委託を行う。

水道事業
会計

235 ガス水道局 蟻山浄水場改良事業 435,749
平成27～29年度継続事業、急速ろ過施設改良
及び更新等

236 ガス水道局
石ノ花地内下水道工事に伴う配水
管布設替工事

65,049 Ｌ＝454ｍ

下水道事
業特別会
計

集落排水
事業特別
会計

簡易水道
事業特別
会計
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目的名 № 所属課 主　要　事　業　名　称 事業費 事　　業　　内　　容

水道事業
会計

237 ガス水道局
市道竜巻1号線道路改良工事に係る
配水管布設替工事

50,479 Ｌ＝462ｍ

238 ガス水道局 大平地区配水管布設替工事 62,035 Ｌ＝900ｍ

ガス事業
会計

239 ガス水道局 ガス経年管更新事業 89,977 Ｌ＝680ｍ

240 ガス水道局 下水道工事に伴うガス管移設工事 32,681 Ｌ＝460ｍ

241 ガス水道局
道路改良工事に係るガス管敷設替
工事

64,445 Ｌ＝815ｍ
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